
単位（円）

勘   定   科   目 金　　　額 勘   定   科   目 金　　　額
流    動    資    産 179,818,635 流    動    負    債 30,645,199

現 金 及 び 預 金 151,346,374 買 掛 金 1,340,551
売 掛 金 12,942,454 未 払 費 用 26,330,448
棚 卸 資 産 2,005,368 預 り 金 501,600
未 収 入 金 12,466,890 未 払 法 人 税 等 70,500
立 替 金 877,549 未 払 消 費 税 2,402,100
仮 払 金 320,000
貸 倒 引 当 金 △ 140,000

固    定    資    産 52,072,654
有形固定資産 3,339,480

工 具 器 具 及 備 品 896,726
貸 付 消 費 設 備 2,442,754 負      債     合     計 30,645,199

無形固定資産 74,984 株    主    資    本 201,246,090
電 話 加 入 権 74,984 資本金 3,000,000

利益剰余金 198,246,090
投資その他の資産 48,658,190 　利 益 準 備 金 750,000

出 資 金 100,000 　その他利益剰余金 197,496,090
長 期 預 ヶ 金 40,572,530   別 途 積 立 金 147,000,000
長 期 前 払 費 用 7,985,660   繰 越 利 益 剰 余 金 50,496,090

純   資   産   合   計 201,246,090
資 産 合 計 231,891,289 負 債 ・ 純 資 産 合 計 231,891,289

貸    借    対    照    表
平成３０年１２月３１日 現在

資     産     の     部 負     債     の     部

純　　資　　産　　の　　部



 

個 別 注 記 表 

自 平成 30 年  1 月  1 日 

至 平成 30 年 12 月 31 日 

 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  1. 資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産の評価基準および評価方法 

 最終仕入原価法による原価法によっております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。ただし平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物、ならびに、平

成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法によってお

ります。 

無形固定資産 

定額法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定

繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

4. その他貸借対照表の作成のための基本となる重要事項 

  ① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   ② 消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ. 当期純利益 

    当期純利益は 1,906,177 円であります。   

 

 


